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１０．がん対策 
 

がんは、昭和56年に脳血管疾患を抜き、日本人の死亡原因の第１位になった。豊島区においても、が

んは昭和52年から死亡原因の第１位となっており、約３人に１人ががんにより死亡している。 

豊島区ではこのような現状から、がん対策を区政の最重要課題と位置付け、がん検診の推進、がん予

防の知識・意識の普及啓発、がん患者及び家族への支援、ライフステージに応じたがん対策等、総合的

な取組みを行なっている。 

 

［1］がん対策の推進 
 

（1）会議体の設置 

① 豊島区がん対策推進本部（平成22年度1月から平成23年3月まで、庁内組織） 

庁内の部局を横断した連携、総合的ながん対策の実施を目的として設置。 

② 豊島区がん対策推進会議（平成22年度から、学識経験者等） 

区においてがん対策を推進するにあたり、区の現状の検証、がん対策に関する条例の制定及

びがん対策に関する計画の策定、がんに関する施策等について専門的な見地から検討する会議。 
 

③ 豊島区がんケアパス作成検討会（平成30年度、学識経験者等） 

適切な医療やサービスを受けられる体制づくりを目的として、がんに罹患した区民やその家

族が必要とする情報を集約した「豊島区みんなのためのがんサポートガイド（がんケアパス）」

を作成する検討会を設置。作成したサポートガイドは、令和元年９月に広報としま特別号とし

て全戸配布した。 

 

（2）条例・計画 

① 豊島区がん対策推進条例及び豊島区がん対策基金条例【平成22年12月13日制定】 

がんが区民の生命及び健康にとって重大な脅威となっている現状に鑑み、がんの予防及び早

期発見、また正しい知識の普及啓発並びにがん患者等の負担軽減を図ることにより、がん対策

の総合的かつ計画的な推進に資することを定めた条例を制定。 

併せて、豊島区がん対策基金条例を制定するとともに、「豊島区がん対策基金」を設置し、

がんに関する正しい知識・意識の普及啓発事業に活用している。 

 

② 豊島区がん対策推進計画 

豊島区がん対策推進条例に基づき、その具体的な施策の実施計画として第1次計画は平成23

年3月策定。第3次計画は令和3年3月策定、計画期間は令和3年度から令和7年度までの5か年。 
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（3）がん対策基金 

□基金残高                                  （単位：円） 

年度 前年度末現在高 

積立額 

取崩額 年度末現在高 新規原本 運用益 寄付金 

1,084,547 21,383 1,220 

2 4,545,032 
1,186,000 

186,000 5,545,032 
1,163,896 22,104  0 

3 5,545,032 
1,186,000 

186,000 6,545,032 
1,159,348 26,652 0 

4 6,545,032 
124,277 

186,000 6,483,309 
100,000 24,277 0 

5 6,483,309 
124,065 

186,000 6,421,374 
100,000 24,065 0 

6 6,421,374 
 176,124 

186,000 6,411,498 
150,000 26,124 0 

（注）各年度末現在高は、出納閉鎖期間中の積立・取崩を反映しているため、「財産に関する調書」の数値とは一致しな

い。 

 

① がん対策推進特別講演会の実施 

がん対策基金を活用し、がんに関する普及啓発のための講演会を実施している。 

□講演会実績 

年度 日 時 場  所 内    容 参加者 

2 12月21日 南大塚ホール 

第1部 講演会「がんと新型コロナ感染症～アフター

コロナの時代をどう生きるか！？～」 

第2部 がん体験者が歌う合唱団いきのちからコン

サート2020 

85名 

3 12月20日 南大塚ホール 

第1部 講演会「ライフステージに応じてがんと向き 

合う～小児・AYA世代から高齢者まで～」 

第2部 がん体験者が歌う合唱団いきのちからコン

サート2021 

89名 

4 12月19日 南大塚ホール 

第1部 講演会「がん検診のメリット・デメリット」 

第2部 がん体験者が歌う合唱団いきのちからコン

サート2022 

92名 

5 12月18日 
区民センター小

ホール 

第1部 講演会「高齢者とがん～在宅医療と看取り」 

第2部 がん体験者が歌う合唱団いきのちからコン

サート2023 

90名 

6 12月16日 南大塚ホール 

第1部 講演会「死について語ろう、よりよく生きる

ために」 

第2部 がん体験者が歌う合唱団いきのちからコン

サート2024 

98名 

 

 

 

 



― 97 ― 

（4）がん対策普及啓発 

がん検診の受診勧奨ならびにがんに関する普及啓発事業を実施している。 

① がん検診受診勧奨通知の送付 

〔令和６年度〕 
国保特定健診 がん検診の受診案内（約 35,500人） 
長寿健診（後期高齢者） がん検診の受診案内（約 30,000 人） 
福祉健診 がん検診の受診案内（約 4,700人） 
がん検診のリーフレット リーフレットの配置（各医療機関、区施設等） 

がんの検診チケット（区独自） 

子宮頸がん（20歳以上偶数年齢の区民(女性)） 

乳がん   (40歳以上偶数年齢の区民(女性)) 

胃・肺・大腸がん   （40歳以上の区民） 

79歳までの対象者全員に郵送 

子宮頸がん（約58,000人） 

乳がん  （約34,000人） 

胃・肺・大腸がん （約139,000人） 

 

② 乳がん予防健康教育 

インボディ測定会等のイベントにおいて、乳がん予防健康教育を実施。乳がん自己検査グローブや

リーフレットを配布し定期的な自己触診および、がん検診の受診勧奨をしている。 

 

※令和2年度以降は事業未実施 

 

③ がん検診受診勧奨イベントの実施 

年度 開催日 場  所 内    容 参加者 

29 11月5日 
サンシャイン60噴水

ひろば 

・元気いっぱい親子で歌おう!踊ろう! 
4,609名 

30 10月8日 
サンシャイン60噴水

ひろば 

・笑顔いっぱい家族で楽しもう！秋の祭典

がん予防ライブ 
4,957名 

元 12月7日 
サンシャイン60噴水

ひろば 

・親子でワクワク！がん予防ライブ2019 
5,289名 

 
※令和2年度以降は事業未実施 
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[2] がん検診 （健康増進法第19条第2項） 

悪性新生物（がん）はわが国において死因の第 1 位であり、区民の健康における重要な課題である。診断

と治療の進歩により早期発見・早期治療が可能となってきていることから、がんによる死亡者数を減少させ

るためには、がん検診による早期発見が重要である。 
がん検診は市町村が行う健康増進事業であり、区では厚生労働省の「がん予防重点健康教育及びがん検診

実施のための指針」に基づき胃がん、子宮頸がん、肺がん、乳がん、大腸がん検診及び、区独自の検診とし

て前立腺がん検診を豊島区医師会に委託し実施している。 
平成 26 年度から新たに若い世代のがん予防を目的とした胃がんリスク検診とＨＰＶ検査併用子宮頸がん

検診を、平成 30 年度から胃がん内視鏡検査を導入。 
また、平成 30 年度から、5 がん（胃・肺・大腸・乳・子宮頸）の受診チケットを一括で送付している。 

 
(1) 胃がん検診（Ｘ線検査と内視鏡検査の両方該当する方はどちらかを選択） 
胃部Ｘ線検査 
〔開始年度〕昭和 44 年度    
〔実施期間〕通年（令和 2 年度は、新型コロナウイルス感染拡大防止のため 4～6 月は中止とした） 
〔対象〕40 歳以上の区民  
〔検査項目〕問診及び胃部エックス線検査（デジタルＸ線直接撮影） 
胃内視鏡検査 
〔開始年度〕平成 30 年度                                               
〔実施期間〕通年（令和 2 年度は、新型コロナウイルス感染拡大防止のため 4～6 月は中止とした）                
〔対象〕50 歳以上偶数年齢の区民  
〔検査項目〕問診及び胃内視鏡検査 

 
〔経過〕 

  平成 4 年度～経過観察者及び 70 歳以上の希望者に直接撮影を実施。 
平成 22 年度～受診者全員に直接撮影を実施。 
平成 30 年度～胃内視鏡検査実施 
令和元年度～胃部Ｘ線検査の追跡調査対象者範囲を国の指針に基づき変更。 
 
□ 検診結果（胃部X線検査）                             （単位：人）      

区分 
 
 
年度 

受
診
者
数 

検   診   結   果 

追跡対象者

数 

がん 
発見者

数 
異常 
なし 

軽度 
変化 
あり 

要経過 
観察 

要精密検査 
(その他の 
疾患) 

要精密検査 
(がんの疑

い) 

2 3,531 1,786 583 607 550 5 397 4 

3 4,549 2,408 791 804 544 2 217 0 

4 4,398 2,174 839 849 533 3 240 3 

5 4,322 2,231 870 757 430 34 243 2 

6 4,006 2,023 777 783 423 0 197 - 

 

40～49歳 1,554 942 305 174 133 0 45 - 

50～59歳 894 500 183 136 75 0 33 - 

60～69歳 883 386 178 222 97 0 41 - 

70歳以上 675 195 111 251 118 0 78 - 

（注）がん発見者数は、翌年度下半期に数値が確定するため、令和6年度は掲載されていない。 
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□ 検診結果（胃内視鏡検査）                             （単位：人）                                        
 
区分 

 
 
年度 

受
診
者
数 

検   診   結   果 

追跡対象者

数（がんの

疑い+生検

実施） 

がん 
発見者

数 
胃がん 
なし 

胃がん

あり 
胃がんの

疑い 
胃がん以外

の悪性病変 
読影不

能 

2 4,830 4,785 9 26 4 6 282 10 

3 5,799 5,742 11 28 10 8 381 17 

4 6,026 5,978 6 21 12 9 311 5 

5 6,518 6,453 8 33 16 8 328 14 

6 6,742 6,682 12 20 15 13 378 - 

 

50～59歳 2,136 2,123 1 3 2 7 100 - 

60～69歳 2,137 2,118 5 5 8 1 129 - 

70歳以上 2,469 2,441 6 12 5 5 149 - 

（注）がん発見者数は、翌年度下半期に数値が確定するため、令和6年度は掲載されていない。 
 
 

(2) 子宮頸がん検診  
〔開始年度〕子宮頸がん検診：昭和47年度 

      ＨＰＶ検査併用子宮頸がん検診（30、36、40歳対象）：平成26年度 

〔対象〕区検診（区検診チケット）：年度末現在20歳以上の偶数年齢の区民（女性） 

〔実施時期〕 5～翌1月（令和2年度は、新型コロナウイルス感染拡大防止のため7～翌3月とした） 

〔検査項目〕 問診、視診、子宮頸部の細胞診及び内診 

30、36、40歳はＨＰＶ（ヒトパピローマウイルス）検査を併用実施 

 [経過] 

  昭和63年度～平成15年度：一定の条件に該当する受診者対象に子宮体がん検診を実施 

平成17年度～国の指針を受け、対象年齢を年度末現在偶数年齢となる20歳以上に変更（旧30歳以上） 

平成21年度～国の指定する年齢対象に無料クーポン子宮頸がん検診を開始 

平成23年度～細胞診の評価方式を日母分類からベセスダ方式（日母併記）に変更 

検診実施期間を2か月延長 

     平成25年度～細胞診の評価方式をベセスダ方式のみに変更 

平成26年度～30、36、40歳対象にＨＰＶ検査併用子宮頸がん検診を開始 

        液状検体による細胞診検査に変更 

  平成29年度～国の指定する対象年齢に無料クーポン子宮頸がん検診を終了 
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□ 受診状況と検診結果（がん予防健康教育及びがん検診実施のための指針に基づく細胞診判定結果） 

（ベセスダ方式）（平成23年度～）                                  （単位：人）  

 

区分  

年度 

受診者数 
検診結果 

追跡対

象者数 

がん

発見

者数 異常なし 要精密検査 標本不適正 

2 8,586 8,169 417 0 417 0 

3 8,879 8,463 416 0 416 2 

4 8,252 7,860 392 0 392 1 

5 9,692 9,290 398 4 398 1 

6 8,301 7,961 340 0 340 - 

 

20～29歳 886 794 92 0 92 - 

30～39歳 1,475 1,367 108 0 108 - 

40～49歳 1,620 1,551 69 0 69 - 

50～59歳 1,842 1,797 45 0 45 - 

60～69歳 1,373 1,361 12 0 12 - 

70歳以上 1,105 1,091 14 0 14 - 

（注）がん発見者数は、翌年度下半期に数値が確定するため、令和6年度は掲載されていない。 

 

 

 

 

□（別掲）ＨＰＶ検査併用検診受診状況と検診結果（平成26年度～）     （単位：人） 

 

区分  

 

年度 

受診者数 

検診結果 

追跡

対象

者数 異常なし 1年後要精密 要精密検査 

2 1,221 1,028 97 96 193 

3 1,126 928 99 99 198 

4 981 830 82 69 151 

5 1,263 1,056 123 84 207 

6 970 816 93 61 154 

 

30歳 333 268 35 30 65 

36歳 274 226 32 16 48 

40歳 363 322 26 15 41 
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【参考】 ＨＰＶ検査併用検診の判定基準 

ＨＰＶ検査結果 細胞診検査結果 判定 

陰 性 

ＮＩＬＭ（炎症・その他の非腫瘍性所見） 異常なし 

ＡＳＣ－ＵＳ（軽度扁平上皮内病変疑い） 1年後要精密検査 

ＡＳＣ－Ｈ（高度扁平上皮内病変疑い） 

要精密検査 

ＬＳＩＬ（ＨＰＶ感染、軽度異形成） 

ＨＳＩＬ（中等度異形成、高度異形成、上皮内がん） 

ＳＣＣ（扁平上皮がん） 
腺系異常（腺細胞にがん細胞がみられる） 

陽 性 

ＮＩＬＭ（炎症・その他の非腫瘍性所見） 1年後要精密検査 

ＡＳＣ－ＵＳ（軽度扁平上皮内病変疑い） 

要精密検査 

ＡＳＣ－Ｈ（高度扁平上皮内病変疑い） 

ＬＳＩＬ（ＨＰＶ感染、軽度異形成） 

ＨＳＩＬ（中等度異形成、高度異形成、上皮内がん） 

ＳＣＣ（扁平上皮がん） 
腺系異常（腺細胞にがん細胞がみられる） 

 

 

(3) 肺がん検診 

〔開始年度〕昭和55年度 

〔対象〕40歳以上の区民 

〔実施期間〕通年 （令和2年度は、新型コロナウイルス感染拡大防止のため4～6月は中止とした） 

〔検査項目〕問診及び胸部エックス線検査、喀痰細胞診、胸部マルチスライスＣＴ検査 

      ＊喀痰検査は50歳以上で、喫煙指数600以上または、6か月以内に血痰のある者に実施 

[経過]平成12年度～マルチスライスＣＴ検査を導入 

   令和3年度～受診機会確保のため、偶数年齢の区民にのみマルチスライスＣＴ検査を実施 

  

□受診状況                                       （単位：人） 

区分 

 

年度 

受診者数 

検  診  結  果 

要精密検査者 
追 跡 
対象者数 

がん発

見者数 異常なし 

異常を認

めるが精

検の必要

なし 

要再検査 

がんの疑

いのある

者 

がん以外

の疾患 

2 7,717 703 6,255 0 323 436 759 323 11 

3 12,125 3,628 7,509 1 436 551 987 436 11 

4 12,223 3,442 7,859 0 387 535 922 387 14 

5 12,609 3,653 7,927 1 433 595 1,028 433 21 

6 12,456 3,779 7,595 0 414 668 1,082 414 - 

 
胸部X線 4,489 3,285 1,051 0 66 87 153 66 - 

胸部X線＋胸部CT 7,967 494 6,544 0 348 581 929 348 - 

 喀痰再検査のみ 0 0 0 0 0 0 0 0 - 

（注1） がん発見者数は、翌年度下半期に数値が確定するため、令和6年度は掲載されていない。 
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 (4) 乳がん検診 

 

〔開始年度〕昭和62年度 

〔対象〕区検診（区検診チケット）：年度末現在40歳以上の偶数年齢の区民（女性） 

〔実施時期〕5～翌1月（令和2年度は、新型コロナウイルス感染拡大防止のため7～翌3月とした） 

〔検査項目〕問診、視触診および、乳房エックス線検査（マンモグラフィ） 

[経過] 

  平成12年度～15年度 40歳以上70歳以下の希望する女性にマンモグラフィ検査実施 

平成16年度～国の指針を受け、40歳以上の希望する女性にマンモグラフィ検査を実施 

平成17年度～国の指針を受け、対象者を年度末現在偶数年齢になる40歳以上の女性に変更 

平成19年度～40歳代のマンモグラフィ検査を2方向撮影に変更 

平成21年度～国の指定する年齢対象に無料クーポン乳がん検診を開始 

平成29年度～国の指定する年齢対象に無料クーポン乳がん検診を終了 

 

□ 受診状況                                 （単位：人） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（注）がん発見者数は、翌年度下半期に数値が確定するため、令和6年度は掲載されていない。 

 

 

(5) 大腸がん検診 

 

〔開始年度〕平成2年度 

〔対象〕区検診（区検診チケット）：30歳以上の区民 

国の無料クーポン検診：平成27年4月1日現在41・46・51・56・61歳の区民（平成27年度終了） 

〔実施時期〕通年（令和2年度は、新型コロナウイルス感染拡大防止のため4～6月は中止とした） 

〔検査項目〕問診、および免疫便潜血検査2日法 

 

 

 

 

 

 

  区分 

 

年度 

 検 診 結 果 

追跡 
対象者数 

がん発

見者数 
 

受診者数 

 

ﾏﾝﾓｸﾞﾗﾌｨ 

受診者数 
異常なし 

要精密 

検査 

2 5,568 5,199 5,263 305 305 15 

3 6,302 5,846 5,972 330 330 21 

4 5,938 5,556 5,643 295 295 9 

5 6,910 6,366 6,537 373 373 22 

6 6,145 5,714 5,765 380 380 - 

 

40～49歳 1,479 1,332 1,372 107 107 - 

50～59歳 1,865 1,739 1,732 133 133 - 

60～69歳 1,486 1,406 1,403 83 83 - 

70歳以上 1,315 1,237 1,258 57 57 - 
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□受診状況                                       （単位：人）  

区分 

 

 

年度 

受診者数 

検    診    結    果 
追跡 

対象者

数 

がん 

発見者

数 
異常なし 

 

要精密 検体不良 問診

陽性 

2 13,967 12,939 441 1,028 0 1,028 33 

3 14,391 13,425 399 966 0 966 28 

4 13,977 13,103 395 874 0 874 17 

5 14,048 13,238 357 810 0 810 25 

6 14,211 13,335 377 876 0 876 － 

 

30～39歳 325 300 35 25 0 25 － 

40～49歳 2,159 2,056 102 103 0 103 － 

50～59歳 3,008 2,870 104 138 0 138 － 

60～69歳 3,685 3,463 66 222 0 222 － 

70歳以上 5,034 4,646 70 388 0 388 － 

（注1）がん発見者数は、翌年度下半期に数値が確定するため、令和6年度は掲載されていない。 

（注2）問診陽性･･･便潜血検査結果は陰性であるが、問診内容により精密検査受診を勧める。 

 

 

 

(6) 前立腺がん検診 

 

〔開始年度〕平成23年度 

〔対 象〕  50～74歳で年度末現在偶数年齢の区民（男性） 

〔実施時期〕6～翌1月（令和2年度は、新型コロナウイルス感染拡大防止のため6月は中止とした） 

      国民健康保険加入者は特定健康診査と同時実施 

区生活保護受給者、中国残留邦人の方は福祉健診と同時実施 

〔検査項目〕ＰＳＡ(前立腺特異抗原）検査 

□受診状況                                     （単位：人） 

区分 

年度 
受診者数 

検  査  結  果 追跡 

対象者数 

がん 

発見者数 異常なし 要精密 

2 2,448 2,301 147 147 10 

3 2,920 2,708 212 212 17 

4 2,507 2,333 174 174 9 

5 2,561 2,348 213 213 22 

6 2,487 2,335 152 152 - 

 

50～59歳 634 618 16 16 - 

60～69歳 892 849 43 43 - 

70～74歳 961 868 93 93 - 

 (注）がん発見者数は、翌年度下半期に数値が確定するため、令和6年度は掲載されていない。 

     同一年度内に複数回受診した者は1名として計上する。 
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(7) 胃がんリスク評価 

 

① 胃がんリスク評価（ピロリ菌検査）  ＊令和3年度に胃がんリスク検診（ピロリ検査）から名称変更 

〔開始年度〕平成26年度 

〔対 象〕  20歳の区民（年度末現在） 平成28年度から20歳・30歳の区民（年度末現在） 
令和元年度から、過去胃がんリスク検診の受診履歴のない20～39歳の区民（年度末現在） 

〔実施時期〕8～翌2月 
〔検査項目〕ヘリコバクター・ピロリIgG抗体検査（血液検査） 

平成29年度より陽性となる基準値を10.0U/ml以上から3.0U/ml以上に変更 

□受診状況                        （単位：人） 
区分 

年度 受診者数 
検  査  結   果 

異常なし 要精密 
2 1,035 838 197 

3 800 748 52 

4 706 566 140 

5 695 564 131 

6 730 600 130 

 

20歳 139 117 22 

21～29歳 54 43 11 

30歳 420 343 77 

31～39歳 117 97 20 

(注）20歳・30歳の対象者に受診チケットを全件送付、21～29歳・31～39歳は申込を受けて受診チケット送付。 
 
② 胃がんリスク評価（ＡＢＣ検査）  ＊令和3年度に胃がんリスク検診（ＡＢＣ検診）から名称変更 

〔開始年度〕平成26年度 

〔対 象〕  40歳の区民（年度末現在） 平成28年度から40歳・50歳の区民（年度末現在） 
〔実施時期〕6～翌1月 

国民健康保険加入者は特定健康診査と同時実施 

区生活保護受給者、中国残留邦人の方は福祉健診と同時実施 

〔検査項目〕血清ペプシノゲン検査および、ヘリコバクター・ピロリIgG抗体検査（血液検査） 

平成29年度より陽性となる基準値を10.0U/ml以上から3.0U/ml以上に変更 

□受診状況                                （単位：人） 

区分 

 

年度 

受診者数 

検    査    結    果 

追跡対

象者数 

判 定 区 分 総 合 判 定 

Ａ群 Ｂ群 Ｃ群 Ｄ群 異常なし 要精密 

2 1,235 949 237 35 14 949 286 286 

3 1,232 979 199 42 12 979 253 253 

4 1,127 881 190 39 17 881 246 246 

5 1,144 879 224 31 10 879 265 265 

6 1,018 788 201 16 13 788 230 - 

 
40歳  476 374  91 6  5 374 102 - 

50歳  542 414 110 10 8 414 128 - 

(注）翌年度下半期に数値が確定するため、令和6年度は掲載されていない。 
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[3]がん先進医療費利子補給事業（平成25年5月1日事業開始、令和6年12月27日終了） 

 

 高額な医療費が必要となるがんの先進医療を受ける区民やその家族への経済的支援を行ない、がんの先進

医療を受けやすい環境づくりを推進するため、区と協定を締結した金融機関のがん先進医療ローンを活用し

た区民に対し、利子相当額を助成する。 

 

（1）対象となる医療 

  厚生労働省が定める先進医療のうち、がんの治療を目的とした医療技術。 

 

 (2）申請要件 

 ①がんの先進医療を受ける予定のある方、及びその家族（3親等内） 

 ②課税総所得が700万以下の世帯に属する方 

 ③区内に住所を有し、かつ申請日から過去1年以上区内に住所を有している方 

 

（3）実績                   (単位：人) 

年度 利用者数 

2 0 

3 0 

4 0 

5 0 

6 0 

 

当該事業は、利用実績が一度もないことから令和6年12月27日に終了した。 

 

［4］豊島区骨髄移植ドナー支援事業 （平成28年1月4日事業開始） 

  白血病や再生不良性貧血などの病気によって、非血縁者間の骨髄移植や末梢血幹細胞移植を必要としてい

る患者は、日本で毎年約2,000人を数える状況である。 

区内でも毎年十数名の方が白血病で他界されている状況である。一人でも多くの命を救う為には、一人

でも多くのドナー登録が不可欠である。このような状況を受け、区では、骨髄・末梢血管細胞移植の推進

とドナー登録者の増加を図ることを目的として、ドナーとドナーが従事する国内の事業所に奨励金を交付

している。 

  

（１）交付対象者  

  ① 提供者（ドナー） 

区内に住所があり、公益財団法人日本骨髄バンクが実施する骨髄バンク事業で骨髄・末梢血幹細胞の

提供を完了し、証明する書類の交付を受けた者。 

    ② 提供者（ドナー）が従事する事業所 

   ドナー（個人事業主を除く）が従事している国内の事業所。（国・地方公共団体等を除く） 

（２）奨励金の額 ※通院等の内容にかかわらず、奨励金の支給は通算７日を上限とする。 

  

 

 

  

 

    

骨髄・末梢血幹細胞提供のための通院等の内容 
奨励金の額 

ドナー ドナーが従事する事業所 
健康診断に係る通院 

１日につき 
２万円 １日につき１万円 自己血貯血に係る通院 

骨髄・末梢血幹細胞の採取に係る入院 
財団が必要と認める通院・入院及び面接 



― 106 ― 

（３）実績 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

［5］豊島区がん患者のウィッグ・胸部補整具等購入費用助成事業（平成31年4月1日事業開始） 

がん患者の方の就労などの社会参加を支援するため、がん治療に伴い、脱毛が生じたり、乳房の切除等

を行なった方を対象に、外見の変化をカバーするためのウィッグ・胸部補整具等の購入実費を助成する。 

 

（１）交付対象者  

  以下のすべての要件を満たす方 

  ・申請日時点で、本区に住所を有することが、原則として住民基本台帳上で証明できる方 

・がんと診断され、現在その治療を行なっている方又は、過去にがんの治療に伴い乳房を切除した方等、

補整具等を必要とする方 

・がんの治療に伴う脱毛、乳房の切除等により、就労、社会参加等に支障があり、または支障が出る恐

れがあり、補整具等が必要な方 

・本事業において助成金の交付を受けたことのない方又は他の助成制度等の対象となっていない方。た

だし、既に本事業において助成金の交付を受けた方が異なる区分の補整具を申請する場合には、この

限りではない。 

 

（２）助成金の額 

   購入実費（消費税を含む、上限ウィッグ50,000円、胸部補整具20,000円） 

令和6年度に上限額を引き上げた。 

 

（３）実績                         

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

区分 

年度 

件数（件） 金額（円） 

ドナー 事業所 ドナー 事業所 

2 2 1 280,000 70,000 

3 4 1 560,000 70,000 

4 3 0 420,000  0 

5 2 1 280,000  70,000 

6 6 0 840,000  0 

区分 

年度 

助成金交付

件数 

内訳（件） 助成金の上限額（円） 

ウィッグ 胸部補整具 ウィッグ 胸部補整具 

2 58 52  6 10,000 10,000 

3 83 68 15 10,000 10,000 

4 76 63 13 10,000 10,000 

5 92 75 17 10,000 10,000 

6 139 114 25 50,000 20,000 
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［6］受動喫煙防止対策事業 

健康増進、がん予防の観点から受動喫煙を防止するための各種事業を実施している。 

令和２年４月１日からは、改正健康増進法及び東京都受動喫煙防止条例が全面施行され、飲食店を始めと

する屋内施設は全面禁煙となった。都条例では、飲食店は喫煙の可否に関する店頭表示が義務化されている。 

 
（１）豊島区受動喫煙防止対策推進店登録制度「禁煙レストランとしま」（平成28年4月25日事業開始） 

区民に限らず豊島区を訪れる方々を受動喫煙による健康被害から守るため、店内全面禁煙の飲食店を周

知する。この制度に登録した店舗は、「禁煙レストランとしま」のステッカーを店頭などに貼付し、豊島

区公式ホームページなどの区の媒体で公表する。（公表を希望しない店舗は除く） 

 

① 対象店舗 

店内全面禁煙（屋外のテラス席なども含む。喫煙室の設置も不可）を実施していること。 

② 登録店舗数 

79店（令和6年度末時点） 

 

（２）豊島区子どものための禁煙外来治療費助成事業（平成30年6月1日事業開始） 

胎児を含む子どもを受動喫煙による健康被害から守り、次世代を担う子どもが健やかに成長できる環境

の整備を図るため、区民が禁煙のための外来治療及び当該外来治療に要する調剤を受けた場合に、禁煙外

来治療に要する費用を助成する。 

  

① 交付対象者  

以下のすべての要件を満たす方 

  ・登録申請時及び助成金交付申請時において継続して豊島区に住民登録がある方 

  ・健康保険で禁煙治療を受けることができる方 

  ・妊婦本人、又は妊婦や18歳未満の子どもと同居していることを住民票で確認できる方 

  ・区が実施する事後アンケート調査や広報活動等にご協力いただける方 

② 助成金の額 

   一律２万円（※一人一回のみ） 

 

③ 実績                  （単位：人） 

年度 新規登録者数 助成金交付者数 

2  5 1 

3 14 6 

4  8 0 

5  3 3 

6  4 2 

 

（３）飲食店を対象とした受動喫煙防止対策の実施 

令和２年度は新制度の普及啓発及び施設の管理権限者に対する支援を目的として、都の補助金を活用

し、（ア）コールセンターの設置（イ）区内全飲食店舗に普及啓発資料及び店頭表示シールを送付（ウ）

区内膳飲食店の掲示確認を委託により実施した。令和３年度も都の補助金を活用し、前年度未掲示の店

舗及び新規飲食店の掲示確認を委託により実施した。 

 

□喫煙可能室設置届出施設数 

113件（令和6年度末時点） 


